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営業利益見込み、黒字比率は6割

◼ 2021年の営業利益見込みを「黒字」とした企業の割合はASEAN全体では57.1％。2021年中の操業規制強化
などで稼働率が低下したマレーシアやベトナムは、「黒字」と回答した企業の割合が相対的に低かった。

◼ マレーシアにおいては、黒字企業の割合は前年の50.0％から59.7％へと10ポイント近く上昇。とりわけ大企
業の黒字比率は67.7％と、中小企業（41.1％）との乖離が際立つ結果に。（スライド5、6）

◼ 2022年の営業利益見通しでは、ASEAN6カ国で共通して「悪化」比率が大幅縮小。特にマレーシアは「改

善」比率が58.7％へと躍進する一方、「悪化」比率も30.1％から4.9％へと減少。（スライド7）

マレーシアでは43.2％が事業拡大に意欲、機能の多角化も

◼ 今後1～2年の事業展開の方向性について「拡大」と回答した企業の割合は、ASEAN主要6カ国で10ポイント
程度上昇。マレーシアも、「拡大」比率は前年の36.1％から43.2％へ。マレーシア進出日系企業のうち、製
造業では一般機械、輸送機器、鉄・非鉄・金属が、非製造業では、情報通信業、販売会社、商社・卸売業が
それぞれ、業種大分類全体を上回る「拡大」比率を記録。（スライド9、10）

◼ 事業展開を「拡大」すると回答した企業のうち、拡大する機能として最多に挙がったのは「販売機能」。マ
レーシアでも「販売機能」との回答が最大の51.2％を占めたが、「生産機能（高付加価値品）」（37.8％）
と「生産機能（汎用品）」（36.6％）も他国と比して高く、機能の多角化が見て取れる。（スライド11）

経営上の問題点は「従業員の賃金上昇」が引き続きトップ

◼ ASEAN主要6カ国すべてで「従業員の賃金上昇」が最大の課題。前年との比較では、インドネシアやマレー
シアなど各国で「競合相手の台頭（コスト面で競合）」とする回答の上昇も目立つ。マレーシアでは特に
「従業員の質」や「競合相手の台頭」を問題視する企業の割合が高く出た。（スライド13、14）

◼ 進出日系企業の現地調達率は、マレーシアでは35.5％。ASEAN域内からの調達比率は、シンガポール
（15.7％）とマレーシア（13.7％）で比較的高い。（スライド15）

調査結果のポイント(1)
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脱炭素化への意識高めるマレーシア進出日系企業

◼ 脱炭素化（温室効果ガスの排出削減）への取り組み状況について、すでに取り組んでいる企業と今後取り組
む予定のある企業を合わせると、ASEAN主要6カ国で6～7割。特にマレーシアは「すでに取り組んでいる」
企業の割合が37.1％と高い。（スライド20）

◼ 脱炭素化に取り組む理由については「本社（親会社）からの指示・勧奨」がいずれの国でも最多であるが、
とりわけマレーシアはその割合が74.8％と高い。具体的な取り組みとして、「省エネ・省資源化」が最多で、
いずれの国でも2位以下を大きく引き離した。 （スライド21、22）

デジタル技術を活用している（予定含む）企業は6割、人材確保が課題

◼ 新型コロナウイルスの影響もあり、デジタル関連技術を活用する（予定含む）企業の割合は、ASEAN主要6
カ国で6～7割、マレーシアでは66.1％。マレーシアにおいて「すでに活用している」割合は、製造業では電
気・電子機器や同部品、非製造業では販売会社や金融・保険業で高かった。（スライド23）

◼ デジタル技術を活用するメリットとして、「製品・サービスの品質が安定・向上」、 「賃金上昇や労働力不
足に対処できる」 、「マーケティングの強化・販売先の拡大」などが上位であった。マレーシア進出日系企

業は、各項目において比較的高い比率を示した。 （スライド24）

◼ デジタル技術を活用する際の課題として、「デジタル技術を扱える技術者等人材が不足」、「導入や運用の
コストが高い」が各国で多く提起された。（スライド25）

サプライチェーンにおける人権、在マレーシア企業の7割が経営課題として認識

◼ 人権問題（適切な労働慣行・労働安全衛生の確保など）を経営課題と認識している割合は、ASEAN主要6カ
国中マレーシアが最も高く66.7％。製造業では特に電気・電子機器部品と化学・医薬、非製造業では運輸業、
販売会社、建設業などで回答率が高い。（スライド26）

◼ 経営課題として認識している理由について、日本本社やグループの方針、顧客（特に欧米）からの要望とい
う回答はASEAN主要6カ国で共通。（スライド27）

調査結果のポイント(2)
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本年度調査の概要

調査対象
企業数

調査企業数 内訳
有効

回答率
有効回答 構成比 製造業 非製造業

◼ アジア・オセアニアにおける日系企業活動の実
態を把握し、その結果を広く提供することを目
的とする。

調査目的

◼ 北東アジア5カ国・地域、ASEAN9カ国、南西
アジア4カ国、オセアニア2カ国の計20カ国・地
域に進出する日系企業（日本側による直接、間
接の出資比率が10％以上の企業および日本企業
の支店・駐在員事務所）。

調査対象

◼ 2021年（令和3年） 8月25日～9月24日

調査時期

◼ 1万4,175社に回答を依頼し、4,635社より有効
回答を得た。国・地域別の内訳は右表の通り。
（有効回答率32.7％）

回収状況

（社、%）

◼ 調査は1987年より実施し、本年度は第35回目。
◼ 2007年度調査より非製造業も調査対象に追加。
◼ 各スライドのカッコ内の数値は有効回答企業数

を示す。
◼ 図表の数値は四捨五入しているため、合計が必

ずしも100％とはならない。

備考

ASEAN 9,651 2,693 58.1 1,209 1,484 27.9

ベトナム 1,883 702 15.1 348 354 37.3

タイ 2,678 564 12.2 314 250 21.1

シンガポール 1,063 475 10.2 111 364 44.7

インドネシア 1,740 374 8.1 207 167 21.5

マレーシア 941 190 4.1 105 85 20.2

フィリピン 490 88 1.9 46 42 18.0

調査概要

企業規模

57.6 

52.6 

38.7 

72.8 

67.4 

70.5 

59.1 

42.4 

47.4 

61.4 

27.2 

32.6 

29.5 

40.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ASEAN(2,693）

ベトナム（702）

タイ（564）

シンガポール（475）

インドネシア（374）

マレーシア（190）

フィリピン（88）

大企業 中小企業（注）本資料の出所はすべて「2021年度海外進出日系企業実態調査-アジ
ア・オセアニア編-」（ジェトロ海外調査部）
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2021年の営業利益見込み：黒字企業の割合は約6割1-1
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◼ 2021年の営業利益見込みを「黒字」とした企業の割合はASEAN全体では57.1％。2021年中の操業規制強化などで稼
働率が低下したマレーシアやベトナムは、「黒字」と回答した企業の割合が相対的に低かった。

◼ 一方、前年との比較では、マレーシアでは黒字企業の割合が前年の50.0％から59.7％へと10ポイント近く上昇。

◼ とりわけ大企業の黒字比率は67.7％と、中小企業（41.1％）との乖離が際立つ結果に。

2021年の営業利益見込み(国別) 2021年の営業利益見込み(企業規模別)

1. 営業利益見通し
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（注）マレーシアのみデータラベルを表示

黒字企業の割合の推移 ‐ 2009～2021年(国別)
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2021年の営業利益見込み（マレーシア）1-2

(%)

◼ マレーシアの営業利益見込みを業種別でみると、製造業では黒字企業の割合が59.2％、非製造業では60.2％と同水準。

◼ 製造業では輸送機器、化学・医薬、電気・電子機器、非製造業では金融・保険業、運輸業、商社・卸売業、販売会社が

それぞれ、業種大分類の値を上回る黒字比率を記録。

◼ 業種・企業規模別では、製造業と非製造業のいずれにおいても、大企業の黒字比率が際立って高く、特に製造業でその

傾向が顕著。

2021年の営業利益見込み(製造業) 2021年の営業利益見込み(非製造業)

1. 営業利益見通し

2021年の営業利益見込み(企業規模、業種別)

（注）nが5社以上の業種に限定して表示。

(%)

(%)

60.2 

100.0 

75.0 

73.7 

66.7 

50.0 

50.0 

15.7 

0.0 

8.3 

10.5 

13.3 

0.0 

16.7 

24.1 

0.0 

16.7 

15.8 

20.0 

50.0 

33.3 

非製造業全体(83）

金融・保険業(5）

運輸業(12）

商社・卸売業(19）

販売会社(15）

建設業(12）

情報通信業(6）

59.7 

70.8 

39.5 

64.6 

44.4 

17.2 

12.3 

29.0 

10.8 

33.3 

23.1 

16.9 

31.6 

24.6 

22.2 

全体(186）

大企業(65）

中小企業(38）

大企業(65）

中小企業(18）

非
製
造
業

製
造
業

59.2 

100.0 

72.7 

60.0 

57.1 

57.1 

56.3 

18.5 

0.0 

9.1 

20.0 

19.1 

14.3 

6.3 

22.3 

0.0 

18.2 

20.0 

23.8 

28.6 

37.5 

製造業全体(103）

輸送機器(5）

化学・医薬(11）

電気・電子機器(15）

電気・電子機器部品(21）

輸送機器部品(7）
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60.2
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営業利益見込み（国別・前年比較）1-3
◼ 2020年と比較した2021年の営業利益見込みは、ASEAN全体では「改善」比率が41.6％。これを下回ったのは、

ASEAN6カ国の中ではマレーシアとベトナムのみであり、2021年中の操業規制強化が影響したと見られる。

◼ 2022年の営業利益見通しでは、ASEAN6カ国で共通して「悪化」比率が大幅縮小。特にマレーシアは「改善」比率が

58.7％へと大幅に躍進する一方、「悪化」比率も30.1％から4.9％へと減少。営業利益の見込みが改善している。

2021年の営業利益見込み
(国・地域別、2020年との比較)

2022年の営業利益見通し
(国・地域別、2021年との比較)

(%) (%)
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タイ(552)

シンガポール(448)

フィリピン(83)

マレーシア(186)

ベトナム(643)

改善 横ばい 悪化

1. 営業利益見通し
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景況感はボトムから脱しプラスへ1-4
◼ 2021年の景況感を示すDI値（注）はASEAN全体では14.0ポイントで、2020年調査の△46.7ポイント（過去最低）か

らプラスに転じた。調査対象国の多くがプラス転換を記録する中、ベトナムは△5.1ポイントと唯一マイナスに。マ
レーシアも4.8％と相対的に低かった。操業環境悪化に伴う稼働率の低下等が、営業利益見込みに影響したと見られる。

◼ 2022年のDI値はASEAN全体では40.3ポイント。とりわけマレーシア（53.8ポイント）、インドネシア（51.3ポイン
ト）、ベトナム（46.6ポイント）で高く出た。

2021年のDI値(国・地域別) 2022年のDI値(国・地域別)

42.5

32.6

28.4

24.1

4.8

▲ 5.1

-20 0 20 40 60

インドネシア(351)

タイ(552)

シンガポール(448)

フィリピン(83)

マレーシア(186)

ベトナム(643)

（注）DI値とは、Diffusion Indexの略で、「改善」すると回答した企業の割合から「悪化」すると回答した企業の割合を差し引いた数値。
景況感がどのように変化していくかを数値で示す指標。

(ポイント)(ポイント)

1. 営業利益見通し
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今後1～2年の事業展開、「拡大」は4割以上に回復

◼ 今後1～2年の事業展開の方向性について「拡大」と回答した企業の割合は、ASEAN主要6カ国の中ではベトナムが
最も高く55.3％。次いでインドネシア（45.3％）、マレーシア（43.2％）と続く。

◼ マレーシアでは、「拡大」比率は前年の36.1％から43.2％へと上がり、「現状維持」、「縮小」、「第三国へ移転、
撤退」はともに縮小した。
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拡大 現状維持 縮小 第三国（地域）へ移転、撤退

20 40 60 80 1000 (%)

2-1

今後1～2年の事業展開の方向性（国・地域別）

２．今後の事業展開
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今後1～2年の事業展開の方向性（マレーシア）2-2

(%)

◼ 今後1～2年の事業展開の方向性について、マレーシア進出日系企業の業種別状況を見ると、製造業では一般機械、輸

送機器、鉄・非鉄・金属が、非製造業では、情報通信業、販売会社、商社・卸売業がそれぞれ、業種大分類全体を上

回る「拡大」比率を記録。

◼ 企業規模別では、非製造業では大きな差は見られなかったが、製造業では大企業の方が「拡大」比率が中小企業のそ

れを大幅に上回った。

今後1～2年の事業展開の方向性(製造業) 今後1～2年の事業展開の方向性(非製造業)

今後1～2年の事業展開の方向性(企業規模、業種別)

（注）nが5社以上の業種に限定して表示。
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30.8 

50.6 

33.3 

40.0 

47.4 

60.0 

46.2 

69.2 

3.5 

0.0 

6.7 

0.0 

0.0 

15.4 

0.0 

1.2 

0.0 

0.0 

7.7 

0.0 

非製造業全体(85）

情報通信業(13）

販売会社(13）

商社・卸売業(6）

金融・保険業(19）

建設業(15）

運輸業(5）
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10.3

8.4

7.9

6.7

6.1

6.0

フィリピン(29）

シンガポール(191）

ベトナム(379）

タイ(223）

マレーシア(82）

インドネシア(166）

◼ 事業展開の方向性として「拡大」を選んだ企業のうち、拡大する機能として最も多く挙がったのは「販売機能」。

◼ マレーシアでも「販売機能」とする回答が最大の51.2％を占めたが、「生産機能（高付加価値品）」（37.8％）と

「生産機能（汎用品）」（36.6％）も他国と比して高く、機能の多角化が見て取れる。

69.1

57.0

56.6

51.7

51.2

49.1

シンガポール(191）

タイ(223）

インドネシア(166）

フィリピン(29）

マレーシア(82）

ベトナム(379）

今後1～2年の事業展開、6割弱が販売機能を拡大2-3

(%)
拡大する機能（複数回答）

販売機能

36.6

36.3

33.0

31.3

24.1

3.7

マレーシア(82）

タイ(223）

ベトナム(379）

インドネシア(166）

フィリピン(29）

シンガポール(191）

生産機能
（高付加価値品）

生産機能
（汎用品） 物流機能 サービス事務機能

38.0

37.8

37.7

36.1

27.6

16.2

ベトナム(379）

マレーシア(82）

タイ(223）

インドネシア(166）

フィリピン(29）

シンガポール(191）

17.2

14.1

11.2

10.8

10.2

7.3

フィリピン(29）

シンガポール(191）

タイ(223）

ベトナム(379）

インドネシア(166）

マレーシア(82）

研究開発 地域統括機能

8.7

8.4

7.6

7.3

6.9

5.2

ベトナム(379）

インドネシア(166）

タイ(223）

マレーシア(82）

フィリピン(29）

シンガポール(191）

19.9

4.9

4.9

4.0

0.6

0.0

シンガポール(191）

タイ(223）

マレーシア(82）

ベトナム(379）

インドネシア(166）

フィリピン(29）

２．今後の事業展開
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16.1

13.6

12.8

12.2

9.8

7.4

3.5

4.9

2.3

4.9

6.3

5.5

6.5

3.1

5.4

4.1

9.7

67.8

44.6

44.9

43.6

52.9

51.3

12.6

27.7

36.4

32.8

25.8

25.3

2.7

0.6

1.1

1.1

0.9

フィリピン（87）

マレーシア（184）

インドネシア（352）

タイ（534）

シンガポール（461）

ベトナム（673）

通商環境の変化が2021年の業績に与える影響

通商環境の変化による業績、影響「ない」が4～5割3
◼ 通商環境の変化（注）が2021 年の業績に与える影響について、ASEAN主要6カ国とも「影響はない」との回答が最

多。 米中対立が長期化する中、調達や販売先の変更を行うなど企業側で事業環境の変化への対応が進んだ可能性。一

方フィリピンとマレーシアでは、「全体としてマイナスの影響がある」との回答が比較的多かった。

◼ 今後2～3 年の業績に与える影響を見ると、 全体平均では「分からない」との回答が多くの国で最大。依然として先

行き不透明とみる向きが強い。

３. 通商環境の変化

通商環境の変化が今後2～3年の業績に与える影響

12.6

12.2

11.5

10.5

9.2

6.8

2.6

8.9

3.5

6.0

6.4

5.3

4.3

5.6

3.5

5.8

5.5

14.1

31.6

31.1

47.1

30.6

38.2

36.7

48.6

40.6

33.3

46.6

39.5

36.5

0.3

1.7

1.2

0.6

1.3

0.6

インドネシア（348）

マレーシア（180）

フィリピン（87）

タイ（536）

シンガポール（456）

ベトナム（674）

全体としてマイナスの影響がある マイナスとプラスの影響が同程度 全体としてプラスの影響がある 影響はない 分からない その他

(%)

(%)

（注）米中摩擦による追加関税、輸出管理強化、外国投資規制強化などの政策の影響
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ベトナム 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(497) 73.4 65.8

2 通関等諸手続きが煩雑(304) 45.9 39.8

3 競合相手の台頭（コスト面で競合）(280) 44.9 31.6

4 新規顧客の開拓が進まない(274) 43.9 40.9

5
税務( 法人税、移転価格課税など) の負担
(273)

40.9 31.2

シンガポール 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(245) 54.1 46.1

2 新規顧客の開拓が進まない(195) 45.0 48.9

3 競合相手の台頭（コスト面で競合）(172) 39.7 28.8

4
日本人出向役職員（駐在員）への査証発給制
限(158)

34.9 27.8

5 従業員の質(141) 31.1 29.4

インドネシア 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(282) 79.2 77.4

2
税務(法人税、移転価格課税など)の負担
(216)

60.7 51.3

3 従業員の質(187) 52.5 51.6

4 現地通貨の対ドル為替レートの変動(166) 46.6 50.7

5 競合相手の台頭（コスト面で競合）(156) 46.6 28.6

経営上の問題点（国別）

国・地域別の問題点（各国の上位5項目、複数回答）

(注1) 「特に問題はない」を除く、回答率上位５項目。薄ピンクのハイライトは、 「2021年度海外進出日系企業実態調査-アジア・オセアニア編-」全調査対象地域総数の上位10
項目に入っていない項目。(注2)（）内の数字は2021年度の回答企業数。

(%)

マレーシア 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(111) 64.2 59.2

2 従業員の質(105) 60.7 51.8

3 競合相手の台頭（コスト面で競合）(83) 48.5 30.9

4 新規顧客の開拓が進まない(82) 48.0 41.2

5 従業員の定着率(66) 38.2 25.3

タイ 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(296) 55.2 51.7

2 従業員の質 (262) 48.9 46.7

3 新規顧客の開拓が進まない(258) 48.4 45.2

4 競合相手の台頭（コスト面で競合）(257) 48.2 36.5

5 取引先からの発注量の減少(212) 39.8 62.4

4.経営上の問題点

４-1
◼ ASEAN主要6カ国すべてで「従業員の賃金上昇」が最大の課題。前年との比較では、インドネシアやマレーシアなど

各国で「競合相手の台頭（コスト面で競合）」とする回答の上昇も目立つ。

フィリピン 21年 20年

1 従業員の賃金上昇(41) 48.2 34.4

1 従業員の質(41) 48.2 48.1

3
税務（法人税、移転価格課税等）の負担
(40)

47.1 38.9

4 通関に時間を要する(38) 44.7 42.9

5 新規顧客の開拓が進まない(32) 39.0 36.3
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項目別の問題点（複数回答）

従業員の賃金上昇

79.2 

73.4 

64.2 

55.2 

54.1 

48.2 

インドネシア（356）

ベトナム（677）

マレーシア（173）

タイ（536）

シンガポール（453）

フィリピン（85）

税務（法人税、移転価格課税
など）の負担

50 1000

60.7 

47.1 

40.9 

34.1 

22.1 

18.4 

インドネシア（356）

フィリピン（85）

ベトナム（668）

マレーシア（176）

タイ（534）

シンガポール（446）

50 1000

60.7 

52.5 

48.9 

48.2 

37.1 

31.1 

マレーシア（173）

インドネシア（356）

タイ（536）

フィリピン（85）

ベトナム（677）

シンガポール（453）

(%)

新規顧客の開拓が進まない 従業員の質
競合相手の台頭

（コスト面で競合）

通関等諸手続きが煩雑
人材（技術者）の採用難

※製造業のみ
取引先からの発注量の減少

46.3 

45.9 

30.6 

28.9 

22.8 

10.1 

インドネシア（350）

ベトナム（663）

フィリピン（85）

タイ（523）

マレーシア（171）

シンガポール（435）

39.5 

36.4 

35.1 

33.1 

26.4 

15.0 

フィリピン（85）

ベトナム（677）

マレーシア（173）

タイ（536）

シンガポール（453）

インドネシア（356）

48.4 

48.0 

45.0 

43.9 

42.1 

39.0 

タイ（533）

マレーシア（171）

シンガポール（433）

ベトナム（624）

インドネシア（335）

フィリピン（82）

39.8 

33.4 

33.2 

31.0 

29.3 

24.7 

タイ(533）

インドネシア(335）

ベトナム(624）

マレーシア(171）

フィリピン(82）

シンガポール(433）

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

48.5 

48.2 

46.6 

44.9 

39.7 

22.0 

マレーシア（171）

タイ（533）

インドネシア（335）

ベトナム（624）

シンガポール（433）

フィリピン（82）

◼ ASEAN主要国に共通の上位項目として「従業員の賃金上昇」「新規顧客の開拓が進まない」「従業員の質」など。

◼ マレーシアでは特に「従業員の質」や「競合相手の台頭」を問題視する企業の割合が高く出た。

4-2

4.経営上の問題点

経営上の問題点（項目別）
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製造業の現地調達率はASEAN主要国間で異なる

◼ 進出日系企業の現地調達率は、タイ（56.4％）やインドネシア（45.5％）で高く、対してフィリピン（30.7％）

やシンガポール（23.7％）では低い。この傾向は前回調査時とも変わらず。

◼ ASEAN域内からの調達比率は、シンガポール（15.7％）とマレーシア（13.7％）で比較的高い傾向にある。

原材料・部品の調達先の内訳（国・地域別、合計が100％になるよう回答）

56.4

45.5

37.4

35.5

30.7

23.7

26.7

29.7

35.0

31.5

40.5

35.3

4.0

10.2

10.6

13.7

9.4

15.7

7.0

6.8

10.5

10.0

8.1

12.5

5.9

7.8

6.5

9.3

11.3

12.8

タイ(283)

インドネシア(184)

ベトナム(315)

マレーシア(90)

フィリピン(40)

シンガポール(74)

現地 日本 ASEAN 中国 その他

(%)

5. 原材料・部品の調達

製造業のみ
5-1
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50.6

50.5

41.4

58.2

43.4

50.1

44.6

33.3

53.1

32.2

45.1

44.3

4.8

16.2

5.6

9.6

11.5

5.7

インドネシア(165)

シンガポール(41)

タイ(259)

マレーシア(79)

ベトナム(277)

フィリピン(36)

地場企業 現地進出日系企業 その他外資企業

◼ 現地調達先の内訳として2021年には、インドネシア、シンガポール、マレーシア、フィリピンで現地調達の過半数

が地場企業から行われた。マレーシアでは2021年、地場企業からの調達割合が58.2％に。

◼ ASEAN主要6カ国中、現地進出日系企業からの調達が最も多かった国はタイ（53.1％）。新型コロナの影響による

調達先の切り替えもあり、一時的に日系企業からの調達が集中したものと考えられる。

現地調達先の内訳（地場、日系、その他外資企業）
(国・地域別、合計が100％になるよう回答)

(%)2021年2020年

48.6

47.7

47.5

47.4

39.4

37.5

45.8

37.4

48.8

42.3

46.1

59.2

5.6

14.9

3.7

10.3

14.5

3.3

インドネシア(280)

シンガポール(41)

タイ(258)

マレーシア(100)

ベトナム(324)

フィリピン(41)

製造業のみ

現地調達先の内訳として、地場企業の構成比が約6割

5. 原材料・部品の調達

5-2
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57.1

38.5

35.3

21.1

15.8

12.8

マレーシア(42）

シンガポール(26）

フィリピン(17）

インドネシア(71）

タイ(120）

ベトナム(164）

30.8

17.1

16.7

14.1

11.9

11.8

シンガポール(26）

ベトナム(164）

タイ(120）

インドネシア(71）

マレーシア(42）

フィリピン(17）

◼ 今後1～3年で調達を拡大すると答えた企業のうち、現地調達率を拡大すると回答した割合は、特にベトナム、イン

ドネシア、フィリピンで高く、いずれも7割を超えた。

◼ マレーシアにおいては現地調達比率を拡大するとした比率は、ASEAN主要6カ国の中では低く、中国やASEANから

の輸入調達を拡大するとの方針が明確に表れている。

(%)

86.0

73.2

70.6

66.7

57.1

34.6

ベトナム(164）

インドネシア(71）

フィリピン(17）

タイ(120）

マレーシア(42）

シンガポール(26）

今後1～3年で調達を拡大する見通し（国別、複数回答）

38.1

26.9

23.3

17.7

16.9

14.0

マレーシア(42）

シンガポール(26）

タイ(120）

フィリピン(17）

インドネシア(71）

ベトナム(164）

日本現地 ASEAN中国

製造業のみ
現地調達率の拡大を推進

5. 原材料・部品の調達

5-3
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35.6 
25.6 24.9 23.4 24.7 23.8 

30.3 

32.6 

18.8 
16.4 

14.7 
8.8 

9.0 

11.5 

7.9 

8.6 6.9 

2.5 

7.7 
11.3 

12.7 13.8 11.2 

5.0 

13.0 13.6 

24.2 28.6 

19.5 

31.3 

4.3 5.4 
11.5 9.4 

23.0 
28.8 

25.9 
31.0 

44.5 
48.6 50.9 

62.5 

0.0

100.0

0%

50%

100%

インドネシア(323) タイ(515) マレーシア(165) シンガポール(385) ベトナム(591) フィリピン(80)

0% 1~25%未満 25~50%未満 50~75%未満 75~100%未満 100% 平均

輸出構造に見る「内販型」「輸出型」6-1

内販型（輸出比率50％未満） 輸出型（50％以上）

売上高に占める輸出の比率 （国・地域別、0～100％で回答）

◼ ASEAN主要6カ国では、フィリピンとベトナムが「輸出型」、インドネシア、タイ、マレーシア、シンガポールが

「内販型」に分類される。特にフィリピン（62.5%）とベトナム（50.9％）では、回答企業の2～3割が全量を輸

出に回している。

◼ マレーシアでは全量を輸出に充てる割合は1割程度にとどまり、シンガポールと類似した輸出構造。

6.輸出入の状況

(%)
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43.9 45.3 

30.9 
21.8 

66.6 66.8 

5.4 4.3 

6.4 

4.1 

5.0 6.7 

2.9 2.6 

3.4 

3.2 

3.8 3.1 

31.1 28.9 

39.8 

52.0 

13.6 8.9 1.8 4.7 5.1 2.7 
3.2 2.0 

1.6 4.7 4.3 4.6 
1.8 5.0 

7.3 
1.8 2.8 

2.9 3.2 5.1 
2.7 2.3 2.8 

2.5 3.2 
1.9 1.8 

3.4 

0%

50%

100%

インドネシア(201) タイ(360) マレーシア(118) シンガポール(268) ベトナム(434) フィリピン(58)

日本 中国 韓国・香港・台湾 ASEAN インド その他アジア オセアニア 米国 中東・アフリカ 欧州 その他

マレーシアとシンガポールは域内輸出が多い構造

輸出先の内訳 （国別、合計が100％となるよう回答）

◼ ASEAN主要6カ国の「内販型」国のうち、インドネシアとタイでは日本向け輸出が4割以上を占める一方、マレー

シアとシンガポールではASEAN向けの輸出比率が最も高く、それぞれ39.8％、52.0％を占める。

◼ 輸出型（平均輸出比率50％以上）であるベトナムとフィリピンでは、輸出先に占める日本の比率が約7割となった。

◼ ASEAN主要6カ国からの中国および米国向け輸出は、前回調査時と比較してほぼ変化はない。

内販型（輸出比率50％未満） 輸出型（50％以上）

6-2

(%)

6.輸出入の状況
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37.1 

46.0 

15.4 

39.0 

60.0 

50.0 

46.7 

43.8 

40.0 

28.6 

27.3 

34.6 

41.7 

40.0 

38.5 

31.6 

25.0 

35.4 

31.8 

44.2 

36.0 

20.0 

30.0 

40.0 

25.0 

20.0 

42.9 

45.5 

34.6 

25.0 

60.0 

38.5 

36.8 

33.3 

27.5 

22.2 

40.4 

25.0 

20.0 

20.0 

13.3 

31.3 

40.0 

28.6 

27.3 

30.8 

33.3 

23.1 

31.6 

41.7 

全体(178）

大企業(126）

中小企業(52）

製造業全体(100）

輸送機器(5）

電気・電子機器部品(20）

電気・電子機器(15）

鉄・非鉄・金属(16）

一般機械(5）

輸送機器部品(7）

化学・医薬(11）

非製造業全体(78）

販売会社(12）

金融・保険業(5）

建設業(13）

商社・卸売業(19）

運輸業(12）

すでに取り組んでいる

まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

非
製
造
業

製
造
業

37.1

34.6

33.3

32.9

28.4

24.6

35.4

30.9

22.6

36.2

28.2

34.3

27.5

34.4

44.1

30.9

43.4

41.1

マレーシア(178)

シンガポール

(459)

フィリピン(84)

インドネシア

(359)

タイ(539)

ベトナム(671)

すでに取り組んでいる

まだ取り組んでいないが、今後取り組む予定がある

取り組む予定はない

20 40 60 80 1000 (%)

脱炭素化への取り組み（予定含む）は6～7割

◼ 脱炭素化（温室効果ガスの排出削減）への取り組み状況について、すでに取り組んでいる企業と今後取り組む予定の
ある企業を合わせると、ASEAN主要6カ国で6～7割。特にマレーシアは「すでに取り組んでいる」企業の割合が
37.1％と高く、「取り組む予定はない」企業はASEAN主要6カ国の中で唯一3割を切った。

◼ マレーシアの進出日系企業の企業規模別では、特に大企業は約半数がすでに何らかの取り組みを実施している。業種
別では、製造業では輸送機器、電気・電子機器部品、電気・電子機器など、非製造業では販売会社、金融・保険業、
建設業などで取り組み割合が高い。

脱炭素化（温室効果ガスの排出削減）の取り組み状況

7. 環境問題への対応

7-1

（注）nが5社以上の業
種に限定して表示。

マレーシアにおける脱炭素化の取り組み状況(企業規模、業種別)

(%)
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脱炭素化への取り組みは本社などからの指示などが最多

貴社（進出先）が脱炭素化に取り組む理由（複数回答）

本社（親会社）からの
指示・勧奨

74.8 

73.9 

71.1 

66.8 

59.6 

52.3 

マレーシア(127)

インドネシア(245)

シンガポール(294)

ベトナム(394)

フィリピン(47)

タイ(302)

投資家からの要望

50 1000

18.0 

14.9 

14.3 

9.4 

7.9 

6.6 

シンガポール(294)

フィリピン(47)

インドネシア(245)

ベトナム(394)

マレーシア(127)

タイ(302)

50 1000

28.8 

25.7 

24.1 

21.4 

17.0 

15.8 

タイ(302)

インドネシア(245)

ベトナム(394)

シンガポール(294)

フィリピン(47)

マレーシア(127)

(%)

進出国・地域の中央・地方政府
による規制や優遇措置

取引先（日系）からの
指示・要望

取引先（非日系）からの
指示・要望

従業員からの要望 市民やNGO からの要望消費者からの要望

4.4 

3.3 

3.3 

2.1 

1.6 

1.6 

シンガポール(294)

タイ(302)

ベトナム(394)

フィリピン(47)

インドネシア(245)

マレーシア(127)

4.4 

3.2 

2.5 

2.1 

2.0 

1.3 

シンガポール(294)

マレーシア(127)

インドネシア(245)

フィリピン(47)

ベトナム(394)

タイ(302)

35.5 

35.0 

31.9 

31.8 

29.9 

20.8 

インドネシア(245)

シンガポール(294)

フィリピン(47)

タイ(302)

マレーシア(127)

ベトナム(394)

13.3 

7.1 

7.1 

6.5 

6.0 

4.3

シンガポール(294)

ベトナム(394)

マレーシア(127)

インドネシア(245)

タイ(302)

フィリピン(47)

17.0 

10.6 

9.6 

9.4 

8.4 

7.9 

シンガポール(294)

フィリピン(47)

タイ(302)

インドネシア(245)

ベトナム(394)

マレーシア(127)

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

50 1000

◼ 脱炭素化に取り組む理由については「本社（親会社）からの指示・勧奨」がいずれの国でも最多であるが、とりわ

けマレーシアはその割合が74.8％と高い。

7. 環境問題への対応

7-2
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具体的な取り組みは「省エネ・省資源化」が中心

(%)

76.6

68.5

62.6

62.3

62.2

57.4

フィリピン(47)

マレーシア(127)

インドネシア(243)

タイ(300)

ベトナム(391)

シンガポール(289)

省エネ・省資源化

4.9

4.5

4.3

3.2

2.1

1.7

インドネシア(243)

シンガポール(289)

フィリピン(47)

マレーシア(127)

ベトナム(391)

タイ(300)

17.0 

15.2 

15.2 

14.2 

12.7 

12.3 

フィリピン(47)

インドネシア(243)

シンガポール(289)

マレーシア(127)

タイ(300)

ベトナム(391)

16.5

15.2

14.9

11.5

11.1

9.3

マレーシア(127)

シンガポール(289)

フィリピン(47)

ベトナム(391)

インドネシア(243)

タイ(300)

15.2

12.6

11.7

10.7

10.5

4.3

シンガポール(289)

マレーシア(127)

タイ(300)

インドネシア(243)

ベトナム(391)

フィリピン(47)

エネルギー源（熱、輸送燃料など）の
電力化（建物電化、EV導入など）

社員の移動制限など（出張制限、公共交通機
関利用、社用車廃止、テレワークの拡大）

市場からの排出削減の
クレジット購入

調達先企業（サプライチェーン）への
脱炭素化の要請（グリーン調達含む）

33.2 

32.3 

28.1 

27.0 

25.5 

25.5 

シンガポール(289)

マレーシア(127)

ベトナム(391)

タイ(300)

フィリピン(47)

インドネシア(243)

39.4

36.3

36.2

35.4

31.2

31.1

マレーシア(127)

タイ(300)

フィリピン(47)

インドネシア(243)

ベトナム(391)

シンガポール(289)

31.9 

25.7 

25.2 

24.3 

22.5 

20.1 

フィリピン(47)

タイ(300)

マレーシア(127)

インドネシア(243)

ベトナム(391)

シンガポール(289)

再エネ・新エネ（太陽光、風力、水力、地熱
、潮力、バイオマス、水素など）電力の調達

環境に配慮した新製品の開発
社会貢献活動（環境活動）

の実施

◼ 具体的な取り組みについて、「省エネ・省資源化」が最多となり、いずれの国でも2位以下を大きく引き離した。マレー

シア進出日系企業は、各取り組みにおいて比較的高い比率を示した。

◼ 他方取り組みへの課題として、費用対効果や従業員の意識の低さ、社内全体に取り組みが浸透しないといった指摘も。

7. 環境問題への対応

7-3

具体的な取り組み内容（検討中を含む）（複数回答）
（％）
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52.9 

53.4 

45.6 

39.1 

34.9 

35.5 

21.2 

20.5 

20.6 

23.7 

24.1 

22.3 

21.2 

20.7 

22.8 

31.3 

32.1 

30.9 

4.7 

5.4 

11.1 

5.9 

9.0 

11.3 

フィリピン（85）

シンガポール（463）

マレーシア（180）

インドネシア（358）

ベトナム（680）

タイ（538）

すでに活用している 今後活用予定

現時点ではよくわからない 活用する予定はない

デジタル技術の活用（予定含む）、6割超の企業で

ビジネスにおけるデジタル技術の活用状況

◼ デジタル関連技術を活用する（予定含む）割合は、ASEAN主要6カ国で6～7割、マレーシアでは66.1％。

◼ マレーシアでデジタル技術を「すでに活用している」割合は、製造業では電気・電子機器や同部品、非製造業では
販売会社や金融・保険業で高かった。

◼ 在マレーシア企業が活用しているデジタル技術として、回答が得られた79社のうち割合が高かったのは、電子商取
引（55.7％）、クラウド（53.2％）、デジタルマーケティング（30.4％）、ロボット（24.1％）などであった。

（％）

（注）既存のビジネスのあり方を変えるような、新しいデジタル技
術（EC、AI、RPAなど）や同技術を利用したビジネス手法。

8. デジタル技術の活用

8-1

マレーシアにおけるデジタル技術の活用状況(企業規模、業種別)

（％）
45.6 

47.7 

40.4 

41.6 

55.0 

53.3 

42.9 

40.0 

40.0 

36.4 

12.5 

50.6 

61.5 

60.0 

50.0 

47.4 

23.1 

20.6 

19.5 

23.1 

24.8 

25.0 

20.0 

42.9 

40.0 

40.0 

9.1 

25.0 

15.2 

7.7 

20.0 

16.7 

10.5 

30.8 

22.8 

23.4 

21.2 

20.8 

5.0 

13.3 

0.0 

20.0 

20.0 

45.5 

43.8 

25.3 

23.1 

20.0 

8.3 

36.8 

38.5 

11.1 

9.4 

15.4 

12.9 

15.0 

13.3 

14.3 

0.0 

0.0 

9.1 

18.8 

8.9 

7.7 

0.0 

25.0 

5.3 

7.7 

全体(180）

大企業(128）

中小企業(52）

製造業全体(101）

電気・電子機器部品(20）

電気・電子機器(15）

輸送機器部品(7）

一般機械(5）

輸送機器(5）

化学・医薬(11）

鉄・非鉄・金属(16）

非製造業全体(79）

販売会社(13）

金融・保険業(5）

運輸業(12）

商社・卸売業(19）

建設業(13）

すでに活用している 今後活用予定 現時点ではよくわからない 活用する予定はない

（注）nが5社以上の業種に限定して表示。

非
製
造
業

製
造
業
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8-2

デジタル技術を活用するメリット（複数回答、国別）
（％）

◼ デジタル技術を活用するメリットとして、「製品・サービスの品質が安定・向上」、 「賃金上昇や労働力不足に対処
できる」 、「マーケティングの強化・販売先の拡大」などが上位であった。マレーシア進出日系企業は、各項目にお
いて比較的高い比率を示した。

◼ 在宅勤務やEC販売が増える中、デジタル技術が、事業展開に一定の効果を発揮していることが見て取れる。

デジタル技術が品質の向上、販売拡大、労働力不足
への対応に一定の効果

8. デジタル技術の活用

61.2 

53.6 

52.5 

46.0 

44.4 

38.3 

マレーシア（116）

ベトナム（394）

インドネシア（221）

フィリピン（63）

タイ（304）

シンガポール（337）

製品・サービスの品質が
安定・向上

17.2

12.9

10.7

9.5

8.6

5.4

シンガポール（337）

マレーシア（116）

ベトナム（394）

フィリピン（63）

タイ（304）

インドネシア（221）

36.2

32.8

27.4

23.5

23.0

20.6

シンガポール（337）

マレーシア（116）

ベトナム（394）

インドネシア（221）

タイ（304）

フィリピン（63）

33.6

32.9

24.6

23.8

20.4

20.1

マレーシア（116）

シンガポール（337）

ベトナム（394）

フィリピン（63）

インドネシア（221）

タイ（304）

36.2

28.6

27.4

27.0

24.0

22.9

マレーシア（116）

フィリピン（63）

ベトナム（394）

タイ（304）

インドネシア（221）

シンガポール（337）

新しい製品・サービス・ビ
ジネスモデルを創出できる

個々の顧客ニーズに応じた製
品・サービスの提供が実現

越境ビジネスがより容易に
なる

熟練技術の「見える化」・
継承が可能

ビジネスへの参入障壁が低
下する

9.5

7.8

6.3

5.8

5.6

4.9

フィリピン（63）

マレーシア（116）

インドネシア（221）

ベトナム（394）

シンガポール（337）

タイ（304）

57.3

43.1

41.4

38.5

37.8

30.2

シンガポール（337）

マレーシア（116）

ベトナム（394）

インドネシア（221）

タイ（304）

フィリピン（63）

54.3

48.5

48

43.9

42.9

42.8

マレーシア（116）

ベトナム（394）

インドネシア（221）

シンガポール（337）

フィリピン（63）

タイ（304）

49.1

48.9

45.9

41.3

38.5

34.1

マレーシア（116）

インドネシア（221）

ベトナム（394）

フィリピン（63）

タイ（304）

シンガポール（337）

賃金上昇や労働力不足に
対処できる

マーケティングの強化・
販売先の拡大

開発・生産工程や業務の効率化・最適
化（期間短縮、コスト削減等）が可能
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8-3

デジタル技術を活用する際の課題（複数回答、上位8項目、国別） （％）

◼ デジタル技術を活用する際の課題としては、「デジタル技術を扱える技術者等人材が不足」、「導入や運用のコス
トが高い」が各国で高い回答率を記録。

◼ マレーシアでは上記を含め4つの項目で、ASEAN主要6カ国最も高い割合に。

デジタル技術活用の課題は技術者不足とコスト

8. デジタル技術の活用

59.6

57.2

55.5

54.0

50.6

43.9

マレーシア（166）

インドネシア（348）

シンガポール（436）

タイ（513）

ベトナム（646）

フィリピン（82）

デジタル技術を扱える技術者等
人材が不足

11.8

11.5

9.4

7.8

7.3

6.6

インドネシア（221）

ベトナム（394）

タイ（304）

シンガポール（337）

フィリピン（63）

マレーシア（116）

17.7

17.5

16.9

14.9

13.1

11.0

シンガポール（337）

ベトナム（394）

マレーシア（116）

インドネシア（221）

タイ（304）

フィリピン（63）

17.0

15.9

15.8

14.4

11.5

10.1

シンガポール（337）

フィリピン（63）

インドネシア（221）

ベトナム（394）

マレーシア（116）

タイ（304）

19.5

15.2

12.9

12.7

11.0

10.5

フィリピン（63）

インドネシア（221）

ベトナム（394）

マレーシア（116）

シンガポール（337）

タイ（304）

適切な外部パートナーが
不在・不足

情報漏洩のリスクがある
デジタル技術活用のメリットが低
い・活用の必要性を感じていない

関連インフラ（通信環境、物流網、
決済システムなど）が不十分

31.3

28.6

26.7

26.4

24.4

24.1

マレーシア（116）

ベトナム（394）

タイ（304）

インドネシア（221）

フィリピン（63）

シンガポール（337）

55.4

53.5

52.6

51.7

47.0

41.5

マレーシア（116）

インドネシア（221）

ベトナム（394）

タイ（304）

シンガポール（337）

フィリピン（63）

28.3

23.6

23.3

20.3

18.7

9.8

マレーシア（116）

シンガポール（337）

インドネシア（221）

タイ（304）

ベトナム（394）

フィリピン（63）

導入や運用のコストが高い
投資に見合う売り上げが

見込めない
既存の社内インフラとの

統合が困難

（注）上位9位以下の課題は、「デジタル技術の活用方法について相談できる機関等がない」「活用について社内の
理解が得られない」「技術が発展途上または複数の規格があり、どの技術を活用すべきか不明」「規制の制約
がある（データ関連規制など）・運用が不透明」。
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66.7 

53.4 

53.3 

48.8 

46.2 

37.9 

マレーシア(183)

シンガポール(461)

インドネシア(360)

ベトナム(682)

タイ(541)

フィリピン(87)

人権問題を経営課題として認識9-1

サプライチェーンにおける人権の問題を
経営課題として認識しているか（国別）

（％）

◼ 人権問題（適切な労働慣行・労働安全衛生の確保等）を経営課題と認識する割合はASEAN主要6カ国中マレーシアが最

も高く66.7％。製造業では電気・電子機器部品や化学・医薬、非製造業では運輸業や販売会社などで回答率が高い。

◼ サプライチェーンにおける人権に関する方針や調達先企業への準拠については、マレーシアにおいて「調達先企業に準

拠を求めている」は28.7％、「準拠を求めていない」は26.5％と拮抗。そのそも「方針がない」企業も44.8％に上る。

9. 人権に関する方針

（注）nが5社以上の業種に限定して表示。

マレーシアにおける、サプライチェーンにおける
人権問題の認識(企業規模、業種別)

66.7 

68.7 

61.5 

71.3 

90.0 

83.3 

73.3 

71.4 

60.0 

60.0 

40.0 

61.0 

66.7 

64.3 

61.5 

60.0 

60.0 

57.9 

全体(183）

大企業(131）

中小企業(52）

製造業全体(101）

電気・電子機器部品(20）

化学・医薬(12）

電気・電子機器(15）

輸送機器部品(7）

鉄・非鉄・金属(15）

一般機械(5）

輸送機器(5）

非製造業全体(82）

運輸業(12）

販売会社(14）

建設業(13）

情報通信業(5）

金融・保険業(5）

商社・卸売業(19）

（％）

非
製
造
業

製
造
業

（注）標題の質問に対し「はい」と回答した企業の割合。
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人権に関する問題を認識する背景と具体的対応策9-2
◼ 経営課題として認識している理由について、日本本社やグループの方針、顧客（特に欧米）からの要望という回答

はASEAN主要6カ国で共通。

◼ SDGs、国連ビジネスと人権に関する指導原則など、人権を意識するような話題も多くなり関心度が高まる一方、

サプライチェーンが広範囲となり、現実問題として、どこまで監査すべきかといった声も聞かれた。

9. 人権に関する方針

（注）ASEAN6カ国に関連した記述を抜粋。

サプライチェーンと人権の問題への認識（自由記述）

認識している理由 認識していない理由

サプライ
チェーンに
おける人権
の問題につ
いて、経営
課題とし

て：

・英国の現代奴隷法や一部の国家間の貿易摩擦において、サプライチェーンにおける人権問題が顕
在化することにより、罰則や風評被害を始めとするさまざまな経営リスクに直結しうる（シンガ
ポール）
・外国人労働力によって産業が支えられているため、不法就労の問題がよく取り上げられる。それ
に伴い、不法就労に関連する各種調査依頼も寄せられるようになってきた（マレーシア）
・最終顧客からのResponsible Business Alliance ：RBA（旧EICC）行動規範遵守の要請（タイ）
・パーム農場での児童労働問題などを配慮しないと経営にダメージがある（インドネシア）
・米国の顧客により、当社とそのサプライチェーンに関して、SMETA監査（Sedex会員の倫理取
引監査）が義務化されており、年1回の監査を受けている（フィリピン）
・新型コロナ感染対策による規制のため、工場に宿泊して勤務するような事態が長期にわたること
は、サプライチェーン維持のためとはいえ問題と考える（ベトナム）

・気にしないという意
味ではないものの、経
営課題という認識では
ない（タイ）
・日本にあるグローバ
ル調達部門からの情報
が特にない（ベトナ
ム）

懸念している内容 予防している内容

具体的な人
権リスクと
しての件点
と予防策

・関係法令の急な変更、曖昧な解釈（ベトナ
ム）
・委託先での児童労働（インドネシア）
・船員がコロナによる渡航制限により交替で
きず、乗船期間が契約よりも長くなる（シン
ガポール）
・米国顧客からの取引停止（フィリピン）

・就労環境評価の国際認証（SA8000）を取得し、継続的に社員教育を行っ
ている（ベトナム）
・外国人労働者の採用を控えている（タイ）
・ISO45001（労働安全衛生マネジメントシステム）の認証取得と運用（イ
ンドネシア）
・紛争鉱物利用防止のための調査（シンガポール）
・パーム油について、RSPO（持続可能なパーム油のための円卓会議）など
の国際的な認証を得た企業からの購入に切り替える（マレーシア）
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